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は じ め に

外務省飯倉公館に隣接 して建てられている外務省外交史料館 (東京都港区麻布台)には明治

初年以来の外務省記録が分類保存されている｡ 同史料館発行のパ ンフレットによればここには

(1)外務省記録 (2)通信全覧 と続通信全覧 (3)条約書 (4)国書 ･親書 の4種の主要史料が収められ

ているほか,外交文書集 『日本外交文書』が昭和11年以降刊行されている｡また戦後記録につ

いて も史料公開30年原則にもとづいて昭和51年 5月以降順次公開されており今後順次増加して

い く予定である｡ 史料館は公開されており,研究上史料の閲覧を必要としている者はその利用

が可能である｡1)閲覧日は日曜,祝日,年末年始を除 く毎 日で,閲覧時間は平日10時～17時,土

曜10時～12時 となっている｡ また所定の手続きに従えば史料の複写ないし写貢撮影 も可能であ

る｡ なお史料館の諸事業の内容と沿革,とくに 『日本外交文書』の編纂事業については臼井勝

美 ｢外務省記録 と 『日本外交文書』｣(1976年)2)が,また,諸史料の分類方式と史料の検索方

法,ことにマイクロ化されて収められている戦後記録の検索方法については田中正弘 ｢外交史

料館所蔵記録の整理と検索 ･閲覧について｣(1978年)3)が, それぞれ最新の情報を懇切丁寧

*本稿は,昭和52年度文部省特定研究 ｢アジアの文化摩擦｣の中の ｢口木の南方関与と文化摩擦｣班お
よび資料収集班での研究成果の一部として執筆されたものである｡

**京都大学東南アジア研究センター
1)閲覧者の範囲として次のような規程がある｡

1. 本邦の官公庁職員で公務上研究調査を必要とする者｡
2. 研究調査を目的とする満20歳以上の者で信頼できる紹介状,推薦状または身分証明書 (これに準ず

るものを含む)を所持する者｡
3. 前各号のほか外交史料館長が特に認めた者｡

2)臼井勝美 ｢外務省記録と 『日本外交文書』｣『みすず』第200la-(1976年9月～10月)pp.52-60.
3)田中正弘 ｢外交史料館所蔵記録の整理と検索 ･閲覧について｣『月刊マイクロ写真』(1978年2月)

pp.51-57.
なお臼井氏,田中氏の論稿は田中正弘氏の御好意により閲読の機会を得た｡記して謝意を表する次第で
ある｡
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に与えて くれている｡

さて先に述べた4種の主要史料のうち,近代日本外交史研究の主要な史料となるのは,いう

までもなく(1)外務省記録である｡ これは,外交活動にともなう在外公館との往復電報,公信類

をはじめとする諸文書を原本のままその内容に従って ｢一件書類｣として分類製本したもので

あり,外務省創立以降第 2次大戦終了までの約80年にわたり約 4万8千冊のファイルに整理さ

れている｡ このうち明治 ･大正期の記縁約 2万 2千冊は 1門から8門までに,昭和期の記録約

2万6千冊はA門からZ門までにそれぞれ大分類されている｡ いま,その大分類を示すと次の

通 りである｡

表1 明治･大正期分類表 (旧記録)

1門 政治

2門 条約

3門 通商

4門 司法及警察

5門 軍事

6門 人事

7門 文書及図書

8門 会計

表2 昭和期分類表 (新記録)

A門 政治,

BPヨ 条約,

C門 軍事

D門 司法,

E門 財政,

F門 交通,

G門 都市,

外交

協定,国際会議

警察

経済,産業,貿易

通信

港湾,土木,建築,
土地,建物

HPL]東方文化事業

Ⅰ門 文化,宗教,衛生,労働
及社会問題

J門 移民,旅券

K門 内外人外国在留,旅行及
保護,取締

L門 元首,皇室,寅勲,儀礼

M門 官制,官職

N門 文書,図書

0門 会計

Z門 先例及雑

旧記録,新記録ともこれらの大分類の下にさらに中分類,小分類ができていて,各史料は,

4ケタないし7ケタの分類記号 ･数字によって示されることになる｡ 例えば,旧記録の文書類

別表に従えば,第 1門政治は第 1類帝国外交以下第 7類国際企業まで 7類に分けられ,さらに

各類が 3ないし10の項目に分けられる｡ 第 1類帝国外交についてみればそこには第 l項一般政

莱,第 2項亜細亜,第 3項亜米利加,第 4項欧羅巴その他の 4項目が類別されている｡ 新記録

の分類はこれよりさらに詳細であって,その分類表だけで14ページの小冊子ができているほど

である｡ 各門は各類に,各類は各項に,各項は場合により各日に類別される｡ 例えば ｢内外入

出国｣という事項は,K門第 3類外国在留及保護,取締の第 6項内外人往来,入国,出国の第 1

日内外人往来,入国,出国に分類されその分類記号はK3-6-1で示されることになる｡ この

ような詳細な分類は,ある特定の時期の特定の問題でそれが多局面にわたるような問題につい

てその関係史料を求めようとする場合にはかえって不便かもしれない0(例えばオランダ国立文

書館の植民地関係文書の リス トは項目別に整理されたものもあるが,基本的な リス トは各年ご

との時間的順序に従って配列されたものでありこれを見ればある特定の時期のある問題を扱っ

ている報告書がただちに見つかるようになっている｡)しかし, 外交史料館 の分類表のキメの

細かさも限定された項目を拾い出すのに便利であるとともに,分類表を眺めるだけで外交史料
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として含まれている諸文書の内容のある種のインデックスが一見のもとに理解でき る利点 を

もっているともいえよう｡なお外交史料館の館員はいずれも豊富な専門的知識を身につけてお

られ親切に教えてくれるので,具体的な問題についてどのような史料があるのかを尋ねられる

のも良いと思う｡

以下に掲げるのは,上記の分類に従ってカード化された4万余の文書中,｢近代日本の 『南

方関与』｣という問題と関連すると考えられる外務省所蔵の文書としてどのようなもの が含ま

れているかをリス トアップしたものである｡ ただし,とくに大陸部東南アジア関係のカードは

かなり落としており,また,実際の史料のうち直接東南アジアとは闇係のないものが含まれて

いる可能性もあるために,完壁なものとは言い難い｡いちおうの目安として以下に掲げるが,

今後さらに補充また点検していく予定である｡

近代日本と ｢南方｣の関係を多向面的に明らかにしていくという作業は,幾多の歴史F雨 音実

の加茂,発掘,点検を先ずもって必要とする｡ 外務省外交史料館所蔵の外交文書の整理と蒐某

はそのような基礎的作業にとってひとつの逸すべからざるプロセスであろう｡

なお以下のリス ト中,分類番号 1-4-3-10は,第 1円第 4類第 3項の文書番lij･No.10を

示し,分類番号 A6-7-0-1は,第A門第 6類第 7頃の文書番号 No.0-1を示す｡また作成

年月は昭和期については記載されてないものが多い｡なお多くの場合,その年月をもってその

文書の記載が開始されたことを示している｡

東南アジア関係史料のリス ト

Ⅰ 明治 ･大正期 (旧記録)

分類番号 件名 (作成年月)

(I) 1-4-3-10 蘭領東印度二介在スル ｢チモール｣良二於ル蘭葡国境画定条約締結一件 (明治38年
6月)

(2) 1-4-3-15 蘭葡両国国境画定問題二閲シ葡領 ｢チモール｣島二於テ土民反乱一件 (明治45年 1

月)

(3) 1-6-3-2の8 各国内政関係雑某 蘭国ノ部 (二)植民地関係 (大正 1年9月)

(4) 1-6-3-17の36 各国事情関係雑某蘭砥東印度調書 『蘭鶴来印度事惜』外務省通商局 (大正13年11
月)4)

(5) 2-8-1-6

(6)2-9-9-25

(7)3-I-1-27

(8)3-1-1-38

(9)3-1-6-5

(10)3-3-2-4

(ll)3-3-3-3

日蘭領事職務条約締結一件 (明治30年 9月～明治41年9月)

比島医学会議年次会一件 (明治40年 1月～)

比律賓群島市制並馬尼刺市制制定一件 (明治33年6月～明治34年8月)

遅羅国政府港則制定一件 (明治38年7月～大正元年10月)

英領印度二於テ日燐燐寸製造並輸入禁止一件

遅羅国会社法草案在同国稲垣弁理公使ヨリ送付一件(明治23年5月～明治44年10月)

本邦銀行関係雑件 別冊,正金銀行 (明治22年10月～)台湾銀行 (明治311年5月～)

4) 『蘭領東印度事情』外務省通商局 (大正5年)改 訂による 『蘭印年鑑｣(大正12年)をもとにする｡
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(12)3-3-7-13

(13)3-3-7-28

(14)3-4-2-12

(15)3-4-2-16

(16) 3-4-6-1

(17) 3-4-6-3

(18)3-4-6-8

(19)3-5-2-13

(20)3-5-2-114

(21)3-5-2-115

(22)3-5-2-184

(23)3-5-3-4

(24)3-5-3-15

(25)3-5-4-41

(26)3-5-4-151i

(27)3-5-6-17

(28)3-5-7-16

(29)3-5-7-49

(30)3-5-8-109

(31)3-5-8-133

(32)3-5-10-43

(33)3-5-10-44

(34)3-5-10-45

(35)3-5-12-10

(36)3-8-1-ll

(37)3-8-2-6

(38)3-8-2-14

(39)3-8-2-31

(40)3-8-2-53

(41)3-8-2-63

(42)3-8-2-72

土屋:外務省外交史料館所蔵の放南アジア関係史料

本邦人外国二於テ商店ヲ開キ営業ヲスル者,氏名住所営業相知等収 調 1年 (明治21
年12月～明治30年 3月)

本邦農商工業者,名称住所信用等取調雑件 (明治37年9月)

各国経済関係雑件蘭領束印度ノ部 (明治42年8月～)

遅羅国金融経済状況報告 (明治32年5月～大正10年5月)

仏領交馳支那二於ル企業及貿易関係雑件 (明治45年6月～大正9年9月)

南洋二於ル邦人企業関係雑件 (大正4年12月～大正.10年10月)

在南洋邦人経済企業調査一件 (大正11年7月)

利蘭公使こ依頼シ同国皿ジャワ産幾那加排苗木攻寄栽培法研究ノタメElJ度爪唾へ吏

員派遣一件 (明治8年6月～明治16年10月)

砂糖検査用 トシテ和蘭国砂糖標本購入方法大蔵省ヨリ依頗一件 (明治34年2月～明

治44年2月)

別冊,麻ノ郡 ｢マニラ｣麻市況 (大正10年 1月)

遅羅国産稲標本蒐集一件 (明治41年5月～明治42年4月)

酉班牙国山林局ヨリヒリッピン畠木材ノ見本寄贈一件 (明治20年6月～明治21年 1
月)

鴨緑江左岸森林木材払下二関シ在本邦和蘭国公使ヨリ申出一件 (明治39年7月)

英領印度及比津賓郡良二於ル藍作二関シ取調方徳鳥県知がヨリ依頗一件 (明治25年
6月～明治26年10月)

在外本邦人経営工業関係雑件 (大正11年3月)

遅印両国並南洋諸島二於ル商標登録二間スル事項取調一件 (付,英領印度二於テ商

標保護取扱坂等間合ノ件)(明治37年6月～明治43年11月)

酉班牙国領マニラニ於ル本邦石灰商況及分析成櫨二閃スル報告書酉此牙公使ヨリ送

致一件 (明治21年2月～明治22年2月)

鉱産物関係雑件 別冊,蘭領印度ノ部 (大正10年5月～)

呂宋良二於ル地曳網漁業及貢珠貝採取業二聞シ取調一件 (明治39年11月～大正4年

11月)

比津賓沿岸漁業関係雑件 (明治43年12月～大正8年6月)

仏仇印度支那二於テ本邦人売薬業制限一件 (明治40年8月～明治42年3月)

外国二於テ本邦人売薬業制限及本邦製売薬販売禁止雑件 (明治44年3月～大止2年

2月)

各国二於ル売薬制限取調方一件 (明治45年6月～大正元年12月)

蘭領束印度ノ産業 (付,農工商二関スル在外公館報告,付属,大正4年5月在バク

ビア帝国領事公信百号)(大正4年5月)

帝国移民政策及法規関係雑件 (大正4年～)別冊,在外本邦人教育金融衛生等状況

調査之件 (大正6年6月)

海外出稼人取締ノ義二付開港市場並広島山口福間島根鹿児島各県知事へ内訓一件

(付,海外出稼人ノ義二付各府県知事指令)(明治17年7月～明治20年8月)

比津賓へ日本人民移住方 ノ義二付在本邦西国公使 卜交渉一件 (未決)(明治21年11
月～12月)

稲田新之助英領｢ボルネオ｣島へ本邦人移住計画一件(明治26年5月～明治27年2月)

移民保護規則違反者二関スル雑件 (明治28年12月～明治29年 1月)

東洋移民株式会社 (旧名熊本移民株式会社)業務関係雑件 (明治29年11月～明治30

年7月)

蘭領印度在留本邦人待遇一件 (明治30年2月～明治38年2月)
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(43)3-8-2-131

(44)3-8-2-144

(45)3-8-2-155

(46)3-8-2-184

(47)3-8-2-187

(48)3-8-2-189

(49)3-8-2-191

(50)3-812-192

(51)3-8-2-254

(52)3-8-2-261

(53)3-812-267

(54)3-8-2-269

(55)3-8-2-270

(56)3-8-2-277

(57)3-8-2-283

(58)3-8-2-286

(59)3-8-2-295

(60)3-8-2-305

(61)3-8--2-323

(62)3-8-2-327

(63)3-8-2-332

(64)3-8-2-349

(65)3-8-2-368

(66)3-8-2-371

(67)3-8-2-380

(68)3-8-6-19

(69)3-8-6-35

(70)3-8-6-36

(71)3-8-7-8

(72)3-8-7-23

(73)3-8-8-3

(74)3-8-8-4

(75)3-8-8-7

(76)3-8-8-16

(77)3-8-8-22
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在外本邦人ヨリ在郷者安否取調方申請雑件 (明治33年3月～大正10年10月)

移民年表地方長官ヨリ進達一件 (lo醐)(明治34年 1月～大正3年9月,大正3年

以降は3-8-2-295)

南海移民株式会社業務関係雑件 (明治34年11月～明治41年 8月)

米国比律賓群島-本邦人出稼一件 (明治35年12月～大正10年 8月)

移民取扱人ヨリ米価比律賓群島行移民取扱方許可願出雑件 (8冊)(明治36年 2月

～大正9年 5月)

南亜移民関係雑件 (明治36年 5月～大正4年 7月)

海外渡航株式会社及帝国移民合資会社二於テ米呂宋島ベンゲート州道路改築工事用

本邦移民 (千名)取扱一件 (明治36年 7月～明治37年 3月)

大陸植民合資会社比津賓群島 ｢パタン｣炭坑本邦移民取扱一件 (明治36年7月～明

治38年 2月)

蘭領印度二於ル同地官意本邦人取扱振雑件 (付,台湾籍元清人取扱並旅券発給二関

スル件)(明治41年11月～大正10年 1月)

遅羅国移民関係雑件 (明治42年 9月～10月)

朝鮮人海外移住並移住者状態取調一件 (6冊)(明治42年12月～大正10月 2月)

仏髄交祉支那二於ル本邦移民関係雑件 (明治43年8月～明治44年 1月)

朝鮮人海外移住関係雑件 (明治43年 9月～明治45年5月)

海峡植民地二於ル木邦人企業者保護一件 (明治44年 3月～大正 3年 1月)

旅券下附出願二要スル在外公館発給各種証明書交附人名表一件 別冊 ｢ダヴァオ｣
(大正9年 5月) ｢バクビア｣ (大正13年 3月)

旅券下附出願二要スル在外公館発給各種証明書交附人名表一件 (8冊)(明治45年
6月～大正9年 3月)

移民年表関係一件 (2冊)(大正4年 1月～,大正 3年以前は 3-8-2-144)

海外渡航者帰国者表一件 (3冊)(大正6年 3月～)別冊,府県報告 (4冊)(大正

10年 2月～)

移民取扱人経由帰国者名簿一件 (大正11年 4月～)

各国二於ル本邦人排斥関係雑件 (大正13年12月～)

渡航者名簿 (移民会社別)(明治30年～)

本邦人渡航者帰国者表一件 (大正14年 2月～)

米領比律賓二於ル排日雑件 (大正9年12月)

府県移民名簿 (2冊)(3-8-5-14より編入)(明治28年～)

米領呂宋島ベンケ-ト及ナギ リアン道路用削工事用本邦移民取扱一件(明治38年～)

代議士竹腰輿三郎印度支那海峡植民地比律賓蘭髄印度等視察一件(明治42年6月～)

在外本邦人状況雑纂 (大正10年6月～)

本邦人動静雑纂 (大正10年6月～)

本邦人外国へ帰化関係雑件 (明治22年6月～明治22年10月)

在外本邦人身分関係雑纂 (明治44年 2月～,大正11年 1月～)別冊,亜細亜南洋ノ

部 (5冊)

在外帝国臣民外国政府ノ保護依頼一件 (明治17年8月～明治33年8月)

本邦人海外-密航関係雑件 (7冊)(明治21年 3月～)

内外人身元取調雑件 (5冊)(明治29年 7月～大正10年 3月)

在外困難本邦人救助関係雑纂 (明治42年11月～大正元年 9月)

本邦人身分及性行調査雑件 (大正10年 1月～)



(78)3-9-1-5

(79)3-9-1-13

(80)3-9-2-3

(81)3-9-2-16

(82)3-9-4-93

(83) 3-10-2-10

(84)3-ll-1-23

(85)3-12-1-102

(86)3-12-1-186

(87)3-12-トー187

(88)3-15-2-85

(89)3-15-2-88

(90)7-1-5-4

ⅠⅠ 昭和期 (新記録)

分湖番号

(91) A6-7-0-1

土盛 :外務省外交史料館所蔵の虎南アジア関係史料

別冊,在外本邦人ノ部 (2冊)

本邦移民又-渡航者二閲スル諸外国ノ現行法令規則蒐集一件 (明治32年11月～明治

33年 7月)

加奈陀二於テ束印度人入国禁止一件 (駒形丸事件)(2冊)(明治43年7月～大正6
年6月)

移住外国二関スル在外公館報告 (4冊)(明治26年 4月～大正6年12月)

各国二於ル外国人登録関係雑件 (大正6年 7月～)

蘭領東印度二居住スル土人及同級人種ノ旅行及居住二関スル法規雑纂 (明治43年11

月～)

在外本邦学校関係雑件 (明治21年 4月～)

別冊 ｢ダヴァオ｣小学校 (大正12年7月～)

｢馬尼刺｣小学校 (大正6年 3月～)

｢新嘉披｣小学校 (大正7年6月～)

外国二於テ開業セル日本医師ノ住所氏名取調雑件 (明治38年6月～)

帝国二於テ植民地二充当ノ目的ヲ以テ北 ｢ボルネオ｣会社ノ所髄地買収 計画一件

(明治26年11月～明治27年 3月)

各国二於ル外国人ノ土地所有権関係雑件 (明治44年10月～)

別冊,比律賓ノ部 (2冊)(大正6年12月)

蘭髄印度二於ル土地貸借関係雑件 (明治44年11月～大正9年 7月)

仏髄 5)東印度 ｢スマラン｣ニ於テ植民地展覧会開催一件 (2冊)(大正元年 10月～

大正6年6月)

蘭鶴来印度 ｢スラバヤ｣ニ於テ勧業共進会開設一件(大正5年 9月～大正 8年12月)

海外在留本邦人職業別人口調査一件 (32冊)(明治19年 1月)

件名 (作成年月)

仏内政関係雑某 ･属領関係 (5冊)

(92) B2-0-0J/N2-1 日蘭会商関係 (7冊)(昭和 9年)

(93) J/N2-1-1各種委員会関係 (2冊)
(94) J/N2-1-2会談録

(95) J/N2-1-3代表其他ノ声明演説関係

(96) J/N2-1-4 海運関係

(97) J/N2-1-5輸入及営業制限関係

(98) J/N2-I-6 貿易物資関係 (2冊)

(99) J/N2-I-7参考資料

(100) J/N2-1-8新聞論調及陳情請願

(101) J/N2-1-9 経過報告

(102) J/N2-2 昭和10年以降15年迄日蘭聞交渉関係 (3冊)

(103) J/N2-3 昭和15年16年目蘭会商関係 (3冊)

(loヰ) J/N2-3-1特派使節派遣関係

(105) J/N2-3-2石油関係

5)蘭領の聞違い｡
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(106) J/N2-3-3参考質料 (2冊)

(107) J/N2-3-4交渉経緯 (概要及詳細)

(108) J/N2-3-5輿論並新聞論調

(109) ll-5-0-2-7

(110) 2-7-1

(lil) 2-7-3

(112) 2-7-4

(113) 2-7-5

(114) 2-7-6

(115) 2-7-7

(116) 2-7-8

(117) 2-7-9

(118) 2-7-10

(119) 2-7-12

(120) 2-7-13

(121) 2-7-14

(122) 2-7-15

(123) 2-7-16

(124) 2-7-17

(125) 2-7-18

(126) 2-7-19

(127) 2-7-20

(128) 2-7-21

(129) 2-7-22

(130) 2-7-23

(131) 2-7-24

(132) 2-7-25

(133) 2-7-26

(134) 2-7-27

(135) 2-7-28

(136) 2-7-29

(137) 2-7-30

(138) 2-7-31

(139) 2-7-32

(140) 2-7-33

(141) 2-7-34

在外日本人各学校閑係雑件,在東亜ノ邸

｢ダヴァオ｣H本国民学校 (2m)(大正12年 1月)

｢スラバヤ｣日本国民学校 (2冊)(大正14年 9月)

｢メダン｣日本国民学校 (昭和 2年 5月)

｢蘭貢｣日本国民学校 (昭和11年 5月)

｢バ トバ-｣日本国民学校 (昭和13年 3月)

｢新嘉披｣口本国民学校 (4冊)(大正12年6月)

｢バタグィア｣日本国民学校 (昭和 3年 1月)

｢孟買｣日本国民学枚 (大正15年 4月)

｢盤谷｣日本国民学校 (大正15年 4月)

｢マニラ｣日本国民学校 (2冊)(大正13年 5月)

｢浦 潮｣日本国民学校 (大正15年 3月)

｢メナ ド｣日本国民学校 (昭和11年 5月)

｢セブ｣日本国民学校 (昭利11年 3月)

｢イロイロ｣日本国民学校 (昭和 9年 2月)

｢ボルネオ農ド那付属｣日本国民学校 (昭和 3年4)A)

｢マナンクラン｣日本国民学校 (昭和11年 8月)

｢サラワク｣日本国民学校 (昭和15年10月)

三舎口口本国民学校 (昭和10年12月)

｢タリアオン｣日本国民学校 (昭和12年11月)

｢ミルタン｣女学院 (昭和12年10月)

｢ラサン｣日本国民学校 (昭和10年4月)

｢ティコス｣口本国民学校 (昭和11年 3月)

｢バギバス｣日本国民学校 (昭和10年4月)

｢ツンクン｣日本国民学校 (昭和12年2月)

｢スレンバ ン｣日本国民学校 (昭和12年 2月)

｢タワオ｣日本国民学校 (昭和 2年 6月)

｢バギオ｣日本国民学校 (大正12年 3月)

中央爪畦 日本国民学校 (昭和 4年 5月)

｢ネグリスミラン｣日本国民学校 (昭和 6年10月)

｢バ ンドン｣円本国民学校 (昭和11年 6月)

｢ミンタル｣日本国民学校 (大正13年 6月)

｢カリナン｣｢]本国民学校 (昭和11年 1月)
(142) 2-7-35 酉貢日本国民学校 (昭和17年 9月)

(143) ll-5-0-18 南洋学院関係 (昭和16年 9月)

(144) Ⅰ1-10-0-1 各同二於ケル協会及文化団体関係雑件

1-1 英国ノ郡 (属臨地ヲ合ム)(21日D

l-2 蘭国ノ郡 (属鋸 也ヲ合ム)

1-3 仏国ノ部 (属領地ヲ合ム)
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1-4 米国ノ部 (属臨地ヲ含ム)(2冊)

(145) I1-1010-2 本邦二於ケル協会及文化団体関係雑件 (Il醐)

(146) 2-4 南洋協会関係 (昭和 3年 5月)

(147) 2-8 日木蘭徹印度協会関係 (昭和5年 7月)

(148) 2-14 避羅協会関係 (昭和 3年 1月)

(149) 2-18 国際学友会関係 (2相)(昭和11年5月)

(150) 2-27 台湾事業協会関係

(151) Jト 1-0∫/X l 外国二於ケル排口関係雑件

(152) J/X I-N-1 蘭国ノ部 (属臨地ヲ含ム)(昭和 5年11月)

(153) J/Ⅹ 1-U-2 比島ノ郡 (2冊)(昭和 3年8月)

(154) J/X 1-U-2-I｢ダヴァオ｣土地問題 (大TT:.15年6月)

(155) Jト 2-0∫-2 木邦移民関係雑件 (2m)

(156)

(157)

(158)

(159)

(160)

(161)

(162)

(163)

.I-2-5 比島ノ郡 (2m)

.卜 2-9 南洋ノ邦 (豪州ヲ除ク)(2冊)

J-6 移民情報雑纂

∫-6-7 比島ノ部

∫-7 本邦移民保護 ･奨励並救済関係雑件 (6冊)

∫-7-5 米国関係 (合属領地)(3冊)

J-7-6 蘭閏関係 (舎属領地)

J-7-7 英閏関係 (金属蘭地)

(164) J2-2-0∫-3 外周旅券下附出粕二要スル在外公館発給各種証明書交附人名表鞘曹雑纂

(165) J-31-1 ｢バクヴィア｣ノ郡

(166) J-3-5 ｢ダヴァオ｣ノ部

(167) J-3-9 ｢マニラ｣ノ邦 (2m)

(168) J-3-28 ｢スラバヤ｣ノ邦

(169) J-3-29 ｢メダ ン｣ノ部

(170) J-3-36 ｢サ ンダカン｣ノ部

(171) J2-2-0∫-12 外聞旅券簡易下附関係雑件

(172) J-12-4 ｢ボルネオ｣水産株式会社関係 (3冊)

(173) J2-2-0∫-13 外問旅券下附表一件

J-13-5 亜細亜 ･南洋ノ邦 (2冊)(昭和 2年)

(174) J2-2-0∫-21 大東亜戦争二際シ南方地域渡航制限並取締関係雑件

(175)K1-2-1-1 在外本邦人身/))関係雑纂

1-5 稚拙覗 ･南洋ノ郡 (中国ヲ除ク)(29冊)(大Tr?.15年 1月)

(176)K2-】-0-4 本邦人ノ海外視察旅行関係雑件 (3冊)

(177) 4-1-5 遣適確経済使節団関係 (昭和10年7月)

(178) 4-1-7 訪タイ答礼使節団関係 (昭和17年6月)

(179)K3-2-I-1 淘外在留本邦人RETJノ紛争事件雑件

(180)K3-2-1-2 本邦人ノ海外二於ケル所得調査一件 (昭和4年12月)

(181)K3-2-2-1 在外常闇屠留民聞及民会関係経基

(182)K3-6-1-6 本邦人ノ侮外渡航希望者就職及周旋関係雑件 (学校教職員ヲ除ク)

(183)K3-7-0--5 在外本邦人二関スル取調雑纂 (3冊)(昭和2年6月)
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(184)K3-7-0-6 在外本邦人ノ生活費調査一件 (昭和 5年 4月)

(185)K3-7-0-7 在外本邦人職業別人口表一件 (19冊)(昭和 2年 3月)

(186)K3-7-0-8 在外本邦人人口統計関係一件 (13冊)(昭和 2年4月)

(187) 8-1 朝鮮人ノ部

(188)K3-7-0-11 在外本邦人諸団体調査関係一件 (13冊)(昭和6年10月)

(189)K3-7-0-12 外国渡航者並帰国者数関係一件 (3m)(昭和 2年 1月)

(190) 12-1 府県報告 (34冊)

(191) 12-2 蘭領東印度渡航者ノ部

(192)K3-7-0-14 在本邦諸団体調査関係雑件 (2冊)

(193)K4-1-0-1 各国二於テ本邦人雇傭関係雑件 (除中国)(2冊)

1-1 遅経国ノ部 (2冊)
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